
みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業実施要領 

 

（趣旨） 

第１ この要領は，中山間地域等の農山漁村において，農林漁業者が自ら生産した農林水産物

等を活用した６次産業化の創業や，新商品開発及び販路の拡大等により農山漁村の成長産業

化を推進するため，みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業（以下「本事業」という。）の

実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（事業の内容） 

第２ 本事業の内容，実施主体，採択要件等は，別表１のとおりとする。 

 

 （申請） 

第３ 本事業の事業計画の承認を希望する事業者（以下「申請者」という。）は，別記様式第１

号により知事に申請するものとする。 

２ 前項の規定による申請の提出期限は，知事が別に定めるものとする。 

 

 （承認） 

第４ 知事は，前条の申請があった場合は，事業計画を別表２により採点し，その採点結果に

基づき承認の可否を申請者に通知するものとする。 

 

 （支援施策等） 

第５ 前条の承認を受けた申請者（以下「事業実施主体」という。）は，みやぎ農山漁村スモー

ルビジネス創出事業費補助金の交付申請をすることができるものとする。 

 

（事業の着手） 

第６ 事業の着手は，本事業に係る補助金の交付決定後に行うものとする。ただし，第４によ

り承認された事業実施計画書に記載した事業を効果的に実施するため，交付決定前に事業に

着手する緊急，かつ，やむを得ない事情がある場合にあっては，県の指示を受けた上で，そ

の理由を明記した交付決定前着手届を別記様式第２号により知事に提出するものとする。 

２ 前項ただし書により，補助金の交付決定前に当該補助金に係る事業に着手する場合にあっ

ては，補助金の交付決定の通知までのあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で

行うものとする。 

 

（事業の推進） 

第７ 県は，円滑な事業推進を図るために，事業実施主体に専門家を年度内に数回派遣するも

のとし，その派遣の日程，内容については別に定めるものとする。 

２ 県は，事業の円滑かつ適正な推進を図るため，県庁関係課及び各地方振興事務所関係各部

との緊密な連携の下に，他の農業・林業・水産業等の振興を目的とした計画，施策等との整



合性及び関連に配慮するとともに，事業実施主体に対し，必要な指導及び助言を行うものと

する。 

３ 地方振興事務所は，農業改良普及センター等関係地方機関との緊密な連携の下に，事業の

円滑かつ適正な推進に努めるものとする。 

 

（事業の成果） 

第８ 知事は，補助金の交付を受けて行った事業の成果について，必要と認めるときは公表す

ることができるものとする。 

 

（書類の提出経由） 

第９ この要領により知事に提出する書類は，事業を実施する市町村を所轄する地方振興事務

所（又は地域事務所）を経由するものとし，地方振興事務所（又は地域事務所）長は，必要

に応じてその写しを保管するものとする。 

２ 事業を実施する市町村が複数の圏域にまたがる場合は，その主たる事業実施市町村を所轄

する地方振興事務所（又は地域事務所）を経由するものとする。 

 

（実施状況報告） 

第１０ 事業実施主体は，補助事業を実施した年度の翌年度から３年間，それぞれの年度にお

ける６月３０日現在の実施状況を翌月末日までに，別記様式第３号により知事に報告するも

のとする。 

２ 知事は，特に必要と認めた場合には，事業実施主体に対して，実施状況等を明らかにする

ために，関係帳簿その他必要な書類の調査を行うことができるものとする。 

 

（その他） 

第１１ この要領に定めるほか，本事業の実施について必要な事項については，別に定める。 

 

附 則 

１ この要領は，令和３年６月２３日から施行し，令和３年度予算に係る補助金に適用する。 

２  この要領は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当

該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要領は，令和４年４月１日から施行し，令和４年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ この要領は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当

該補助金にも適用するものとする。



別表１ 

事業実施計画の内容  事業実施主体  採択要件 

中山間地域等の農山漁

村において，農林漁業

者が自ら生産した農林

水産物等を活用した６

次産業化の創業や，新

商品開発等により農山

漁村の成長産業化を推

進するための取組内容

及び機械・器具等の整

備計画等について記載

するもの。 

下記の１から３のいずれかに該当

するもの。  

 

１ 県内に本店を有する農林漁業

の法人等（株式会社，有限会社，

合名会社，合資会社，合同会社及

び農事組合法人）  

 

２ 農林漁業者の組織する団体

（代表者の定めがあり，かつ組

織及び運営について規約の定め

がある団体）  

 

３ 農林漁業を営む個人 

 

下記の１から５のすべて

に該当するもの。  

 

１ 自らが生産した農林

水産物を活用し，事業

実施主体自らが販売す

る取組であること。 

 

２ 事業実施主体にとっ

て６次産業化に関する

新たな取組であるこ

と。 

 

３ 総事業費が概ね 50 万

円以上であること。  

 

４ 経営収支その他に照

らし，事業の実施が確

実であると見込まれる

こと。 

 

５ 移住・定住者や女性

グループの取組等，地

域の先進的なモデルと

なり得る取組であるこ

と。 

 

  



別表２（事業実施計画に対する採点の基準）  

採点項目及び採点基準  配点 

事
業
計
画
内
容
等
の
妥
当
性
に
つ
い
て 

⑴ 事業計画の内容が，地域や経営の課題を踏まえたものとなっ

ているか。  

５ 

３ 

１ 

⑵ 地域や経営の課題に対して，事業目的が解決に資するものと

なっているか。  

５ 

３ 

１ 

⑶ 当該事業を実施していく上での経営体制は万全か。  ５ 

３ 

１ 

⑷ 新規６次産業化の取組や新商品は，消費者に受入れられる可

能性があるか。  

５ 

３ 

１ 

⑸ 新規６次産業化の取組や新商品は，新規性があるか。  ５ 

３ 

１ 

⑹ 生産及び販売計画は妥当なものとなっているか。  ５ 

３ 

１ 

経
営
状
況
や
事
業
の
波
及
効
果
等
に
つ
い
て 

⑴ 当該事業を実施していく上での経営状況は健全であるか。  
５ 

３ 

１ 

⑵ 当該事業により，申請者の６次産業化の発展は期待できるも

のとなっているか。  ５ 

３ 

１ 

⑶ 移住・定住者や女性グループの取組等，地域の先進的なモデ

ルとなり得る取組であるか。  ５ 

３  ×２ 

１ （加点） 

合 計 点 ５０ 

 

【配点及び採点方法について】  

５：「十分に満たしており，内容も優れている」，３：「おおむね満たしている」，  

１：「疑問点・不安要素がある」  

 ・上記の採点項目及び採点基準に基づき点数を付け，全申請者の合計点を比較し，最も合計

点の高い申請者から順に順位を付け，予算の範囲内で事業対象者を決定する。ただし，合

計点が３０点に満たない場合は，その順位に関わらず事業対象者としないものとする。  

 ・同点の採点案件があるときは，課内協議の上，事業対象者を選定する。  



別記様式第１号 

 

  年度みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業承認申請書 

 

  年  月  日 

 

 

宮城県知事      殿 

 

 

申請者 住  所 

名  称 

代表者名               

 

 

みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業実施要領第３の規定に基づき，関係書類を添えて事業

実施計画の承認を申請します。 

 

記 

添付書類 

１ みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業実施計画書（別紙） 

２ 直近３か年分の決算書（申告書）の写し 

３ 機械設置図，購入予定機械・器具のカタログ，参考見積書 

４ その他知事が必要と認める書類 



別記様式第２号 

 

  年度みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業補助金交付決定前着手届 

 

  年  月  日 

 

 

宮城県知事      殿 

 

 

申請者 住  所 

名  称 

代表者名               

 

 

   年  月  日付け  第  号で承認を受けたみやぎ農山漁村スモールビジネス創出事

業実施計画について，下記条件を承知の上，補助金の交付決定前に着手したいので，実施要領第６

の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

事業費 うち補助金 着手予定年月日 完了予定年月日 

円 円    年 月 日    年 月 日 

（交付決定前に着手する理由） 

 

条件 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に，天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場

合，これらの損失は，事業実施主体が負担すること。 

２ 交付決定を受けた金額が交付申請額に達しない場合，又は補助金が交付されない場合において

も異議がないこと。 

３ 当該事業については，着手から交付決定を受けるまでの期間内においては，計画変更（事業の

内容変更）は行わないこと。



別記様式第３号 

 

  年度みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業実施状況報告書 

 

  年  月  日 

 

 

宮城県知事      殿 

 

 

申請者 住  所 

名  称 

代表者名               

 

 

  年  月  日付け  第  号｛及び  年  月  日付け  第  号｝で承認を

受けたみやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業について，実施要領第１０の規定に基づき，関係

書類を添えて事業の実施状況を報告します。 

 

記 

添付書類 

１ みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業実施状況報告書（別紙２） 

２ 直近の決算書（申告書）の写し 

３ その他知事が必要と認める書類 

 

 



別紙 

みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業 
（実施計画書・実績報告書） 

 

１ 申請者の概要 

会社等名称  設立年月日 

S.H.R   年   月  日 

代表者 

職・氏名 

 

 

S・H  年  月  日生 （満    歳） 

所在地 住所（〒       －   ） 

 

 

℡     （      ） FAX   （    ） 

E-mail 

経営規模 

事業内容等 

（品目，規模，面積，生産量，販売先，その他特徴的な取組を記載） 

 

２ 役員（構成員）の状況 

構成員名 年齢 役職等 出資金（円） 
従事日数

（日） 

     

     

     

     

     



３ 事業計画の概要（実績） 

①事業の目的 

 

（地域の現状や課題等を踏まえて記入） 

 

②新たに取り組む６

次産業化の事業の内

容 

 

③生産・販売する商

品（農林水産物・加工

品等）及び実施する

事業の特徴 

 

※事業の内容，実施方法，場所，販売予定の商品の写真等の分かりやすい資料があれば添付する。 



４ 期待される効果 

※生産量の単位は適宜記入する（例：kg，個等）。商品名の欄が不足の場合は適宜追加する。 

 

 

主な新商品名等及び単価 

１年後（  年６月末） 

※事業実施年度の翌年度 
２年後（  年６月末） ３年後（  年６月末） 

生産量 販売額 生産量 販売額 生産量 販売額 

１ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

２ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

３ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

４ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

５ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

６ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

７ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

８ 
商品名： 

販売単価：        円 

 
円  円  円 

 合計          円 合計          円 合計          円 



５ 本事業達成のために必要な機械・器具等整備計画（実績）及び事業費について 

機械・器具名 
規格・構造・

能力等 
利用時期 

年間稼働日

数（日） 

価格 

（税込） 

（円） 

  
   

  
   

  
   

  
   

  
   

  
   

  
   

合計① 
 

 

総事業費 

（機械・器具の 

税込合計①） 

（円） 

補助対象 

事業費 

（税抜） 

（円） 

負担区分（円） 

備 考 
県補助金 事業主体 

その他 

（名称：  ） 

      

※配置図，カタログ，見積書，利用計画等を添付 

※実績報告時は，規約又は定款，役員等名簿，役員会等資料，役員会等記録，財産台帳，預金

口座，金銭出納帳，機械等選定経過関係のそれぞれ写しを添付すること。 

 

（注） 

１ 変更の場合には，本様式中「事業の目的」とあるのは，「変更の理由」とし，承認通知があった事業実施計画

の事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対照できるように変更部分

を二段書きとし，変更前を括弧書きで上段に記載すること。ただし，事業内容のうち当該変更の対象外となるも

のについては省略する。 

２ 中止又は廃止の場合には，本様式中「事業の目的」とあるのは，「中止（廃止）の理由」とし，当該箇所に事

業を中止し，又は廃止する理由について記載すること。 

３ 事業実施結果に係る報告書として本様式を用いる場合は，項目３及び５の表中には実績を記載すること。 



別紙２ 

 

  年度みやぎ農山漁村スモールビジネス創出事業実施状況報告書 

 

１ 機械・器具等の利用実績について 

機械・器具名※ 利用時期 
年間稼働 

日数（日）※※ 

稼働日１日当

たりの平均稼

働時間（時間） 

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

※機械・器具名の欄が不足の場合は適宜追加する。 
※※事業実施年度の翌年度については，機械等設置日から翌年度６月末現在までの稼働日数とする。 

 

２ 販売実績 

※事業実施年度の翌年度については，機械等設置日から翌年度６月末現在までの販売実績とする。 
※※生産量の単位は適宜記入する（例：kg，個等）。 

 

主な新商品名等及び単価 

  年７月から 

  年６月末現在まで※ 

生産量※※ 販売額 

１ 
商品名： 

販売単価：        円 
 円 

２ 
商品名： 

販売単価：        円 
 円 

３ 
商品名： 

販売単価：        円 
 円 

４ 
商品名： 

販売単価：        円 
 円 

５ 
商品名： 

販売単価：        円 
 円 

 合計         円 


